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総合資源エネルギー調査会 

電力・ガス事業分科会 次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会 

第７回電力広域的運営推進機関検証ワーキンググループ 

議事要旨 

 

日時 令和７年５月 28日（水）13：31～14：31 

場所 オンライン会議 

 

出席者： 

＜委員＞ 

山内 弘隆座長、安藤 至大委員、後藤 元委員、高村 ゆかり委員、堤 あづさ委員 

＜経済産業省＞ 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 筑紫 正宏電力基盤整備課長 

＜説明者＞ 

電力広域的運営推進機関 大山 力理事長、岩男 健佑事務局長 

 

議題： 

（１）最近の電力広域的運営推進機関の主な取組状況と役割の拡大について 

（２）電力広域的運営推進機関の運営状況について 

（３）電力広域的運営推進機関における処遇の見直しについて 

 

議事概要： 

○ 事務局より資料３に基づき説明 

○ 電力広域的運営推進機関より資料４に基づき説明 

○ 事務局より資料５に基づき説明 

○ 資料３から５に対する委員からの主な意見 

 

＜安藤委員＞ 

・ 広域機関現状や最近の課題について理解が深まった。 

・ 今回の大きなテーマは、報酬や処遇の在り方に関する重要な問題提起と認識した。 

・ 初任給が上昇している現状である一方、国家公務員の給料は遅れて動く。これまで

は国家公務員の処遇を前提とされていたが、労働市場における企業の報酬体系を考

慮する必要があるのではないか。 

・ 退職金の仕組み、企業年金の仕組みといった業務全体の労働条件をパッケージとし

て捉えることが重要 

・ 公正な報酬決定を行うためには、内部だけでは難しいと思料。外部の目を取り入れ
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ることが重要と思う。 

 

＜後藤委員＞ 

・ 広域機関は様々な業務を担うようになってきているところ、処遇見直しは人材確保

に向けた重要な取組みと認識。広域機関だけでなく日本の公的セクター全体の問題

であるとも思う。 

・ 広域機関が民間と競争する形に課題があるとし、長期的な視点での検討が必要では

ないか。 

・ 民間企業は利益を上げることが明確な目標だが、広域機関は公益性の高い業務を担

っているので、全く同じように報酬設定をするのは難しいのではないか。 

 

＜堤委員＞ 

・ 民間企業における人材確保の競争が激化している中で、広域機関も同様の課題に直

面していると理解 

・ 大手電力会社等と比べて、広域機関の給与体系が適切であるか再考する必要がある

のではないか。 

・ 転職先としてコンサルティングが多いのであれば、電力会社だけではなくて、そう

いった広域機関の業種とか組織の規模に合った形での比較検討をする必要がある。 

・ 人事評価制度の客観性を高め、職員の納得感を得ることも重要 

 

＜高村委員＞ 

・ 広域機関の業務が拡大・多様化している中で、中立性と専門性を両立する運営に工

夫されていると認識。 

・ その観点から、内部統制は重要。この度立ち上げた内部通報制度について教えてい

ただきたい。 

・ 処遇見直しに関して、恒常的な機関の設置ではなくとも広域機関の手続の中に何ら

かの形で第三者の意見を取り入れることが重要ではないか。 

 

＜安藤委員＞ 

・ 民間企業等が取り入れている雇用形態の多様化について広域機関でも検討する必要

があるのではないか。 

・ 今の時代の適切な人材確保の観点から、もう少し幅広に人事評価制度の仕組みづく

りというものを議論してはどうか。 

 

＜岩男事務局長＞ 

・ 内部通報制度は昨年度に窓口を設置 
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・ 広域機関は所帯が小さいため、何かを実施する際には負担が大きいが、まずは内部

での運用を最小限に行う方針 

・ 事案によっては顧問弁護士や外部の専門家に相談する必要があるとし、運用状況を

見ながら外部への窓口設置も検討 

 

＜筑紫課長＞ 

・ 制度見直しに関するご指摘に感謝、世の中の変化に対応する必要性を強く感じてい

る。 

・ 広域機関の制度見直しに向けた枠組みや議論の進展を注視していくことが重要。高

村委員からの指摘のとおり、今後の具体的な進め方について外部の意見も考慮する

必要があると認識している。安藤先生のご指摘も似たような趣旨と思う。 

・ 広域機関が 10 年を経て持続的な組織として成長する中で、卒業生のネットワークは

重要な財産となっている。 

・ 働く以上は処遇が評価の一部であり、適切な評価を行うことが求められる。資源エ

ネルギー庁として広域機関と連携して良い形を作っていきたい。 

 

＜山内座長＞ 

・ 委員からの多様な意見に感謝。全体的に大変な状況であるところ、処遇改善に関す

る「アクションプラン」の進捗や、処遇の改善について概ねお認めいただいたと認

識 

・ 今後、電力広域機関と資源エネルギー庁とで必要な手続きを進めていただきたい。 

 

お問合せ先 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力基盤整備課 

電話：03-3501- 1511（内線：4761～4769） 


